
 

 

 

 

総  務  文  教  委 員 会 
       

     令和 4 年 10 月 31 日（月） 

1 0 時 0 0 分 ～  時  分 

全 員 協 議 会 室 

【委 員】 永見委員長、三浦副委員長、 

           肥後委員、大谷委員、芦谷委員、佐々木委員、西田委員 

【議長・委員外議員】 

【執行部】 

（総務部）  坂田総務部長、佐々木総務課長 

（地域政策部）邉地域政策部長、末岡地域活動支援課長 

（教育委員会）岡田教育長、森脇教育部長、草刈教育総務課長 

【事務局】松井書記 

 

【議 題】 

1 執行部報告事項 

⑴ 国による個人情報保護制度の見直しについて 【総務課】 

 ⑵ 令和 4年度第 2回「地域の日」について 【地域活動支援課】 

⑶ 浜田市立小中学校統合再編計画の策定について 【教育総務課】 

 ⑷ その他 

 

 

2 その他 

  ・【要望書】学校教材（備品）の計画的な整備推進についてのお願い（委員会に配付） 

 

 

3 【取組課題】多様性社会の推進について（委員間で協議） 

 



国による個人情報保護制度の見直しについて 
 

1  現状 

現在の本市における個人情報保護制度は、浜田市個人情報保護条例に基づいており、

同条例において個人情報の適正な取扱いの確保に関し必要な事項を定め、市民等の権利

利益の保護を図っています。 
 
 

2  国による制度見直し 

⑴ 国において、「個人情報保護」と「データ流通」の両立等に対応するため、「個人情報

の保護に関する法律」（以下「個人情報保護法」という。）が改正され、従来、国の行政

機関・独立行政法人等・民間事業者・地方公共団体等ごとに分かれていた規律を、個

人情報保護法に一元化することとされました。 

⑵ 改正後の個人情報保護法の地方公共団体への適用は、令和 5 年 4 月 1 日とされてお

り、同日からは、全国共通ルールにより、本市にも適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

3  本市を含む地方公共団体の対応 

⑴ 個人情報保護法の適用後は、地方公共団体が制定する個人情報保護に関する条例に

定めることができる事項は、個人情報保護法において条例に委任された事項や、条例

で定めることが許容されている事項に限定されます。 

【条例で定める事項】開示請求に係る手数料・実費、開示決定期限の特例、審査会等 

⑵ 現在の本市の個人情報保護制度は、基本的には国と同水準ですが、本市においても、

既存の個人情報保護条例等を改廃するとともに、新たな条例を制定する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

【従来】 【見直し後（法改正後）】 

個人情報保護委員会 

個人情報保護法 

地方公共 

団体等 

令和 4 年 10 月 31 日 
総務文教委員会資料 
総 務 部 総 務 課 



 

 

令和 4 年度第 2 回「地域の日」について 

 

 令和 4 年度第 2 回「地域の日」として、以下のとおり市長が各地域の企業等を

訪問し、経営者等と意見交換を行います。 

 

日時及び訪問先 

日時 地域 訪問先 場所 担当課 

11 月 1 日(火) 

13：30 ～ 

15：00 

浜田 

はまだお魚市場 

仲買事業者 

(13 事業者) 

はまだお魚市場 

商業棟 2 階 

フードコート 

産業経済部 

水産振興課 

11 月 11 日(金)  

10：45 ～ 

12：00 

弥栄 

弥栄中学校生徒 

(全学年) 

弥栄中学校体育館 弥栄支所 

防災自治課 

11 月 30 日(水)  

13：00 ～ 

15：00 

旭 

旭温泉旅館組合 

(4 事業者) 

かくれの里ゆかり 旭支所 

産業建設課 

12 月 12 日(月) 

金城 

   

 13：30 ～ 

14：30 

ＴＣ浜田農場株式会社 産業経済部 

農林振興課 

 15：00 ～ 

16：00 

株式会社ベリーネ 金城支所 

産業建設課 

12 月 20 日(火) 

三隅 

   

 9：00 ～ 

10：00 

道の駅ゆうひパーク三隅指定管理者

(橋本商店株式会社)及び株式会社楓ジ

ェラート 

三隅支所 

防災自治課・

産業建設課 

 10：30 ～ 

11：30 

株式会社浜田メイプル牧場 

 

 

 

 

 

令 和 4 年 1 0 月 3 1 日 
総 務 文 教 委 員 会 資 料 
地域政策部地域活動支援課 



 

 

 

浜田市立小中学校統合再編計画の策定について 

 

令和 4 年 5 月 23 日開催の総務文教委員会及び 5 月 30 日開催の全員協議会

にて、浜田市立小中学校統合再編計画（案）の修正及び進捗状況について報

告しました。 

その後の保護者や地域の代表の方との協議及びパブリックコメントを実施

し、計画を策定しましたので報告します。 

 

1 パブリックコメント結果について 

（1） 意見の募集期間  

令和 4 年 6 月 1 日～令和 4 年 6 月 30 日 

（2） 意見提出件数及び内容 

1 件（1 名） 

意見及び市の考えは、資料 1 のとおり 

（3） 意見の計画への反映 

修正なし 

 

2 浜田市立小中学校統合再編計画 

  資料 2 のとおり 

 

 

3 学校統合再編における地元との協議報告について  

 ⑴第四中学校関係 

 ・保護者、地域から、統合についてやむを得ないという一定の理解を得た。 

 ・意見として、主に次のものがある。 

   ア スクールバス導入を統合年度（令和 6 年度）からではなく、1 年早めてほし

い。 

   イ 美川小学校の建設を計画どおり行ってほしい。 

 

 ⑵雲雀丘小学校関係 

 ・保護者、地域から、統合についてやむを得ないという一定の理解を得た。 

 ・保護者からの意見として、主に次の 2 点の継続検討の要望がある。 

   ア 現在小学 1 年から小学 3 年までとされているスクールバスの支援を全児童と 

してほしい。 

   イ 統合先の学校の体操服についても助成対象としてほしい。 

  

  

令和 4 年 1 0 月 3 1 日 

総 務 文 教 委 員 会 資 料 

教育委員会教育総務課 



【浜田市立小中学校統合再編計画（案）】のパブリックコメントに係る意見と浜田市の考え方  

 

No 頁 項目 意 見 浜田市の考え方 

1 1 児童生徒数及

び学校施設の

現状 

令和 2 年度に比べて見込まれる背景を単純に過

去のデータから見込むだけでは行政が将来を見込

こんだ、将来を見込んだ国や地方あるいは民間で

の諸政策がまったく考慮されておらず、これが本

当であれば浜田市の経済政策は無能で、私達市民

の血税を無能職員による放置したことが原因であ

るのか、またその政策決定の背景が単純に利権争

いの延長であるのかを検証して頂きたい。行政の

執行部やその検証役でもある諸議員にもあること

を認識して頂きたい。行政のトップでもある市長

や副市長にはその責務は大きいと思われる。ただ

久保田市長は昨年の選挙において、市民にはから

くも審判を頂き、からくでもあるがそのこれから

のかじとりを重く受けとり慎重なかじとりを行っ

ていると感じます。 

この際、副市長は辞任され、もっと判断力や決

断力、経済的な視点の明快な方を据えられて、明

るく活気ある浜田市にして頂きたい。 

児童生徒数につきましては、令和 4 年度におけ

る小学校就学前の乳幼児数、小学校児童数、中学

校生徒数をもとに算出したものであり、一定の確

度のある数字と考えております。 

確かに経済政策についての影響を特に見込んで

はおりませんが、ここでの数値につきましては、

過去からの推移の傾向を示すものであり、経済政

策による影響は、この傾向を大きく変化させるも

のではないと考えております。ご理解いただきま

すようお願いいたします。 

また、当市の経済政策に対するご意見、政策決

定の背景に関するご意見につきましては、本計画

とは直接に関係ないものと考えておりますが、ご

意見として受け止め、関係部署へ伝えさせていた

だきます。 
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（人）

1 児童生徒数及び学校施設の現状 

 本市の児童生徒数は、平成 24 年度（2012 年度）に 4,295 人（小学校 2,855

人、中学校 1,440人）であったものが、8年後の令和 2年度（2020年度）には

3,733人（小学校 2,488人、中学校 1,245人）と 562人減少（小学校▲367人、

中学校▲195人）し、さらに、8年後の令和 10年度（2028年度）には 3,203人

（小学校 2,019人、中学校 1,184人）と令和 2年度に比べて 530人減少（小学

校▲469人、中学校▲61人）することが見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に小学校では 1学年 1学級という学校が 16校中 10校、また、複式学級の

ある学校は 5校という状況である。 

学校は、確かな学力を身に付ける場であるとともに、児童生徒が集団生活を

とおして多様な考えや体験ができ、切磋琢磨しながら社会性を培う場でもあり、

一定規模の集団を確保することが望ましいものと考えられる。 

また、安全で豊かな教育環境を実現するために、学校施設の様々な課題に対

しても、早期に改善、充実を図っていく必要がある。 

特に本市は学校施設の老朽化が進み、小・中学校 25校のうち 10校は、築 40

年を経過している。 

このうち、校舎棟残耐用年数が 10 年未満の学校は次表（学校施設長寿命化

計画調査結果一覧表）の 4校であり、計画的な整備改修が必要である。 

このような中、浜田市立学校統合計画審議会からの答申を尊重しつつ、該当 

する各地区で開催した答申の説明会において出された意見等を考慮しながら、 

このたび、浜田市立小中学校統合再編計画を策定した。 

 

▲836人 
▲29.3% 
（H24実績値） 

▲256人 
▲17.8% 
（H24実績値） 
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学校名 建物名 建築年度 経過年 評価

西暦 (和暦) 2017
1.

屋根屋上

2.

外壁

3.

内部仕上

4.

電気設備

5.

機械設備

校舎 1955 (S30) 62 B C C C C

校舎 1956 (S31) 61 C C C C C

校舎 1957 (S32) 60 C C C C C

体育館 1959 (S34) 58 C C C C C

校舎 1961 (S36) 56 D D C C C

体育館 1965 (S40) 52 B C C C C

校舎 1940 (S15) 77 C B C C C

校舎 1940 (S15) 77 C B C C C

体育館 1973 (S48) 44 B B C C C

校舎 1954 (S29) 63 A B C C C

校舎 1959 (S34) 58 B C C C C

体育館 1961 (S36) 56 C B C C C

校舎 1989 (H1) 28 A B Ｂ B B

校舎 1992 (H4) 25 B B Ｂ B B

雲雀丘小学校

石見小学校

美川小学校

第四中学校

〔参考資料〕 

●学校施設長寿命化計画調査結果一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 29年度調査より抜粋） 

※経過年凡例        

 

 

 

 

※評価凡例 
〇目視による評価         〇経過年数による評価  
（１．屋根・屋上、２．外壁）       （３．内部仕上げ、４．電気設備、５．機械設備） 

                        

 

 

 

 

 

 

 

2 計画の位置付け 

  本計画は、「浜田市総合振興計画」及び「浜田市公共施設再配置実施計画」

に基づき、市内小中学校の教育環境の適正化を推進するための方向性を示す

ものである。 

  ただし、児童生徒数の推移や学校施設の状況等により、必要に応じて見直し

をする。 

 

評価

A

B

C

D 早急に対応する必要がある

（安全上、機能上、問題あり）

（躯体の耐久性に影響を与えている）

（設備が故障し施設運営に支障を与えている）等

基準

概ね良好

部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし）

広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合の兆し）

5 ：20年未満

30 ：20年以上40年未満

50 ：40年以上

評価

A

B

C

D 経過年数に関わらず著しい劣化事象がある場合

基準

20年未満

20年以上40年未満

40年以上
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3 学校統合再編に当たっての基本方針 

  

 

 

  

 

 

（1）学校施設 

学校施設の老朽化が進み、施設の改修は行ってきたものの、今後、大規模 

な改修または建替を行わなければならない学校施設がある。 

子どもたちがより良い施設環境で過ごすために、当市の財政状況も踏まえ

つつ、学校統合と学校建設を行い、課題の改善を図るものとする。 

 

（2）教育活動 

   小規模校においては、一人ひとりの子どもに目が届きやすくきめ細やか

な指導が行いやすいといった良さがある。 

一方、人間関係や役割分担が固定化しやすいこと、集団の中で多様な考え

方に触れる機会や切磋琢磨する機会が少ないこと、中学校の部活動において

は、その選択肢が限定されるなどの課題があるため、ある程度の学校規模を

確保し、課題の改善を図るものとする。 

 

（3）学校運営と教職員配置 

   学校の小規模化が進むことで、教職員の人数も減るため、教職員 1 人当

たりの校務分掌が複数になること、また学校組織として学習指導や生徒指

導等について、相談、研究が行いにくいなどの課題があるため、ある程度の

学校規模を確保し、課題の改善を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

今回の計画は、特に基本方針の中の『（1）学校施設』の対

応を最優先として策定した。 

 

基本方針 

 

最重要方針 

 

学校の教育環境改善を行うため、以下の 3 点の基本方針

に基づき学校の統合再編を行う。 
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4 具体的な学校統合再編計画 

（1）学校統合再編の方針 

〈小学校〉 

原井小学校 雲雀丘小学校を統合 

雲雀丘小学校 原井小学校へ統合 

石見小学校 新たな校舎を建設 

美川小学校 新たな校舎を建設 

 

〈中学校〉 

第三中学校 第四中学校を統合 

第四中学校 第三中学校へ統合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校 16校 

中学校  9校 

合 計 25校 

現在の学校数 

 

小学校 15校（▲1校） 

中学校  8校（▲1校） 

合 計 23校（▲2校） 

再編後の学校数 

 

昭和 31年建築の雲雀丘小学校 昭和 29年建築の第四中学校 
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（2）学校統合再編に当たっての具体的方策 

①雲雀丘小学校を原井小学校へ統合  【統合目標年度】 令和 6年度  

雲雀丘小学校の施設は、建築後 66 年を経過し、耐震化工事や校舎床張り

替え工事等を行ってきたが老朽化が著しい状況である。 

校区は原井町及び笠柄町のみであり、未就学児の進学割合の過去の数値を

見ると 3割程度が他地域へ転居している地域であることから、児童数は、各

学年とも 10人前後で、今後も大幅な増加は考えにくい状況である。 

また、周辺には通学可能な小学校が複数設置されているが、このうち原井

小学校は平成 16 年度に建設され、同じ浜田地区にあるため、原井小学校と

統合することとする。 

このことにより、施設の老朽化の課題、大きい集団の中で多様な考え方に

触れる機会や切磋琢磨する機会の確保、人間関係や役割分担が固定化しやす

い課題の改善を図るものとする。 

 

〇統合後の児童数と学級数（見込）  

令和 6年度 区分 1年 2年 3年 4年 5年 6年 
特別 

支援学級 合計 

原井小学校 
児童数 29 24 31 25 38 30 - 177 

学級数 1 1 1 1 2 1 2 9 

雲雀丘小学校 
児童数 18 18 7 11 9 7 - 70 

学級数 1 1 1 1   2 7 

   ※令和 4年度教職員算定資料等を基に積算 

 

令和 6年度 区分 1年 2年 3年 4年 5年 6年 
特別 

支援学級 
合計 

原井小学校 

（統合後） 

児童数 47 42 38 36 47 37 - 247 

学級数 2 2 2 2 2 2 2 14 

      

〇統合のスケジュール 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

実
施
事
項 

      

 

保護者・地域との協議 

統合 

計
画
（
案
）
の
策
定 

計
画
（
案
）

の
説
明
会 

計
画
の
決
定 

交流学習

の実施 

跡地利用の検討・決定 

 

1 複式 
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②第四中学校を第三中学校へ統合 【統合目標年度】 令和 6年度  

第四中学校の施設は、建築後 67年を経過し、耐震化工事や屋上防水改修工 

事等を行ってきたが老朽化が著しい状況である。 

加えて、生徒数は、各学年とも 10人前後であり、今後も大幅な増加は考え 

にくい状況である。 

また、より適正規模に近いクラス編成が可能になることや部活動の選択肢が 

広がることから、第三中学校と統合することとする。 

このことにより、大きい集団の中で多様な考え方に触れる機会や切磋琢磨す 

る機会の確保、人間関係や役割分担が固定化しやすいこと、同じ教科を担当す

る教員を複数配置することができず、教員に対する負担が大きいことなどの課

題の改善を図るものとする。 

 

〇統合後の生徒数と学級数（見込） 

令和 6年度 区分 1年 2年 3年 
特別 

支援学級 
合計 

第三中学校 
生徒数 76 111 86 - 273 

学級数 3 3 3 2 11 

第四中学校 
生徒数 16 13 3 - 32 

学級数 1 1 1 0 3 

※令和 4年度教職員算定資料等を基に積算 

 

 

 

令和 6年度 区分 1年 2年 3年 
特別 

支援学級 
合計 

第三中学校 

（統合後） 

生徒数 92 124 89 - 305 

学級数 3 4 3 2 12 

 

〇統合のスケジュール 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

実
施
事
項 

      

 

保護者・地域との協議 

統合 

計
画
（
案
）
の
策
定 

交
流
学
習
の
実
施 

計
画
の
決
定 

計
画
（
案
）
の

説
明
会 
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③美川小学校は現地付近での建設 

【新校舎利用開始目標年度】 令和 9年度  

美川小学校については、建築後 81 年を経過し、耐震化工事や雨漏り修繕

改修工事等を行ってきたが老朽化が著しい状況である。 

また、極少人数学級（複式学級）の解消が必要な小規模校であり、適正規

模に課題はあるが、通学に問題があることや地域コミュニティの存続及び発

展の中核的な公的施設と位置付けられるため、放課後児童クラブの併設や防

災機能を併せ持つような複合施設として建設する。 

 

〇建設スケジュール 

 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
令和 7年度～ 

令和 8年度 
令和 9年度 

実
施
事
項 

      

 

 

 

  

 

  

   

  

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

昭和 15年建築の美川小学校 

校庭等整備 
屋体建設 
校舎建設 

新校舎 
利用開始 

実施設計 

建設用地
整備 

基本設計 
測量設計 

準備・調整
期間 

（国等関係機関） 

 

計
画
の
決
定 
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④石見小学校は現地付近での建設 

【新校舎利用開始目標年度】 令和 12年度  

石見小学校については、建築後 60 年を経過し、耐震化工事や外壁修繕工

事等を行ってきたが老朽化が著しい状況である。 

さらに、浜田市の中心に位置し、児童数も市内で一番多い小学校であるた

め施設の現地付近での新築建替えを行う。 

 

〇建設スケジュール 

 
令和 5年度～ 

令和 7年度 
令和 8年度 令和 9年度 

令和 10年度～ 

令和 11年度 
令和 12年度 

実
施
事
項 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 39年建築の石見小学校 

新校舎 
利用開始 

基本設計 
測量設計 

実施設計 校舎建設 

屋体建設 
校庭整備 

準備・調整期間 
（国等関係機関） 
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（3）学校統合再編に当たっての留意点 

 ア．通学路の安全確保 

  統合により通学距離が延長されるが、現在の規定（文部科学省作成）『公

立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引』では、通学距離に

ついては小学校でおおむね 4キロメートル以内、中学校でおおむね 6キロメ

ートル以内であることが妥当であるとされている。ただし、通学路等の安全

対策の観点から過去の学校統合では柔軟な対応を行ったケースもあり、通学

の安全を確保するため、第四中学校区生徒、雲雀丘小校区児童（小学 1年か

ら小学 3年まで）においてスクールバスの導入を予定している。 

なお、道路改良及び標識の設置については、現在、取組を進めているとこ

ろも含め、調整を図っていく。 

また、閉校になった学校の地域において、新たな見守り隊を発足し、子ど

もたちの通学を見守る活動を行っている事例もあるため、地域と連携して通

学路の安全確保を検討していく。 

 

 イ．統合後の旧校舎等の利活用 

  統合に伴い、学校として使用しなくなった施設等の利活用については、施  

 設の状況や地域住民の意見を十分に考慮しながら、市として総合的に活用策 

 を検討していく。 

 

ウ．その他 

  学校統合再編計画の実施に当たっては、該当校区の保護者や地域の方々の

意見を十分に伺うとともに、学校統合への理解が得られるよう最大限の努力

をする。 

 

5 おわりに 

全国的に少子高齢化が進む中、本市においても児童・生徒数が減少している。

そのような状況の中、将来を担う子どもたちの確かな学力や豊かな心、健やかな

体を育むためには、いかに社会が変化しようと、自ら学び、考え、よりよく問題

を解決するために主体的に判断し、「生きる力」を育成することが重要となって

いる。 

今回の学校統合再編計画で方針を示した 4校（雲雀丘小学校、第四中学校、美

川小学校、石見小学校）のほか、建築後 40年を経過している残りの 6校のうち

雲城小学校、今福小学校、金城中学校、弥栄中学校については、今までの統合の

経緯や地域性に配慮し、今回の計画では現状どおりとし、次期計画時に検討する。 

さらに、松原小学校、第二中学校については経年による機能低下はあるものの

耐用年数に達していないため、次期計画時に検討する。 



 

 

 

 

 

提 言 書 
 

 

多様性社会の推進について 

〜（仮称）浜田市人権尊重のまちづくり条例に対する提言〜 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4年 11月 

浜田市議会 総務文教委員会 

  

（案） 



 

 

1 はじめに  

 

 浜田市では、令 和 2 年度に「人権 問題に関する市民 意識調査」を

実施して市民の人 権意識の現状を 調 査し、「浜田市 人 権教育・ 啓発推

進基本計画（第 4 次）」を策定さ れ ました。この計画 に基づき、あら

ゆる機会を通じて 人権教育・啓発に 取り組み、市民が 安心して暮ら

せる「人権尊重の まちづくり」を推 進してこられまし た が、依然と

して様々な人権問 題が存在し、 急速 な社会変化によっ て 新たな人権

問題も生じていま す。  

 

 このような状況 を踏まえ、 本委員 会は 、令和 4 年 1 月に、取組課

題のテーマを「多 様性社会の推進に ついて」 に決定し 、 3 月には執

行部に人権問題の 現状や 取組状況 を ヒアリングすると ともに、 改定

された「浜田市人 権教育・啓発推進 基本計画 （第 4 次）」及び「浜田

市男女共同参画推 進計画 （第 4 次 ）」の解説を受けま した。  

 

その後、新たに制 定される（仮称） 浜田市人権尊重の まちづくり

条例に対して提言 すること とし、 他 の自治体が制定し ている人権条

例の中から特徴的 なものを 抽出・分 析 することにより 、 本市の条例

において大切にし ていただきたい視 点や 記載していた だきたい 内容

について意見交換 を 重ねてきました 。  

 

その協議結果 を次 のとおり取りまと めた ので提言 しま す。 提言内

容について十分配 慮を願うとともに 、本市における多 様性社会 の実

現に向けた取組が 一層 推進される こ とを望みます。  
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２  提言  

 

（１）現在の社会的背景の記載について  

私ごとである認識 を市民の方々に持 っていただくため に、国際

化 や 情 報 化 と い っ た 社 会 の 急 速 な 変 化 に よ っ て 顕 在 化 し て い る

新たな問題につい て、具体的な事例（インターネット 上での誹謗

中傷、地方社会に おける外国人の受 入れ 等）とともに 、それによ

って引き起こされ ている問題（ハラ スメント、傷つく 等）につい

て記されたい。  

 

 

（２）浜田らしさの表現方法について  

基本的事項を記す に留めず、目指す 社会像として 本市 が掲げる

「協働のまちづく り」にも触れなが ら、意識 の醸成 や 人権課題の

解決に向けたアプ ローチの仕方を 示 すとともに 、市 民 に対する訴

求力をもった 表現 方法を検討された い。  

また、本市の歴史 において、地域外 との交流は極めて 重要な点

である。その文脈 と昨今の社会情勢 を重ねながら、「 多様性」とい

う言葉を用いて浜 田市らしさを表現 されたい。  

 

 

（３）市民の意識の持ち方について  

自らの権利を行使 する際には、社会 の構成員として の 責任を自

覚し、常に他者の 人権についても尊 重するよう、「権 利」と「責任」

について併記され たい。  

 

 

（４）相談体制における市の関わり方の明記について  

救済の観点から、安心して相談でき るセーフティネッ トが必須

と考える。相談過 程における市の役 割を整理するとと もに、適切

な相談体制の設置 について明記され たい。  

 

  



- 3 - 
 

 

 

（５）啓発活動の促進 について  

急速な社会変化に よって課題も多様 化し、人権意識の 向上は一

層 求 め ら れ て い る 。 こ れ ま で の 歴 史 や 文 化 的 な 背 景 を 踏 ま え て 、

学校教育や社会教 育 等のあらゆるア プローチで教育・啓発活動を

実施していくこと を明記されたい。また、あらゆる人 の理解促進

が図られるよう 、わかりやすい 条例 の表現方法につい ても工夫さ

れたい。（条例 の 補助資料として、児童や外国人等に 向けたハンド

ブックを製作 する などの対応も 検討 されたい。）  

 

 

（６）審議会の設置及び位置付けについて  

重要事項等の調査・審議を目的とし た審議会 を 設置す ることに

とどまらず、同会 においては、本条 例に基づいて策定 される計画

及びそれに対する 活動実態について 、状況を評価す る 機能を有す

ることについても 明記されたい。  

なお、こ のこと に ついて検討する際 に、本条例に基づ いた活動

を 推 進 す る た め の 行 動 計 画 の あ り 方 に つ い て も 取 り 上 げ ら れ た

い。  
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３  会議等の開催状況  

 

令和 3 年  

 日 付  内  容  

1 11月 30日  取 組 課 題 の テ ー マ に つ い て 各 委 員 か ら 提 案  

2 12月 16日  取 組 課 題 の テ ー マ に つ い て 各 委 員 か ら 提 案  

 

令和 4 年  

 日 付  内  容  

3 1月 17日  
取 組 課 題 の テ ー マ を 「 ダ イ バ ー シ テ ィ の 推 進 に つ

い て 」 に 決 定  

4 1月 26日  今 後 の 進 め 方 に つ い て 協 議（ 市 の 現 状 を 把 握 す る ） 

5 3月 23日  

浜 田 市 の 取 組 状 況 、 「 人 権 教 育 ・ 啓 発 推 進 基 本 計

画 （ 第 4次 ） 」 及 び 「 男 女 共 同 参 画 推 進 計 画 （ 第 4

次 ） 」 に つ い て （ 執 行 部 へ の ヒ ア リ ン グ ）  

取 組 課 題 の テ ー マ を「 多 様 性 社 会 の 推 進 に つ い て 」

に 変 更  

6 4月 20日  ヒ ア リ ン グ の 感 想 と 今 後 の 進 め 方 に つ い て 協 議  

7 6月 15日  今 後 の 進 め 方 に つ い て 協 議 （ 調 査 方 法 の 検 討 ）  

8 9月 1日  
今 後 の 進 め 方 に つ い て 協 議 （ 他 の 自 治 体 の 条 例 を

調 査 す る ）  

9 9月 9日  他 の 自 治 体 の 条 例 を 集 め て 協 議  

10  9月 28日  
他 の 自 治 体 の 条 例 を 踏 ま え 、 浜 田 市 の 人 権 条 例 に

盛 り 込 む べ き 事 項 等 に つ い て 協 議  

11  10月 31日  提 言 案 の 検 討  

12  11月 4日  提 言 案 の 検 討 、 決 定  

 

 

  


